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Ⅰ は じ め に

企業は，競争環境の激変に対応するために，新たなビジネスモデルの構築

とビジネス・プロセスの変革を進めている。その際，ＩＴ（情報技術）が重

要な役割を担うことは多くの論者が指摘するところである（M. Hammer and

J. Champy, 1993)。本研究では，まず，ビジネスモデルとビジネス・プロセ

スの関係を整理し，ＩＴの影響度について考察した。さらに，プロセス変革

とＩＴの活用がとくに重要なテーマとなっている多国籍企業に対象を絞り，

ＥＲＰなどの管理会計情報システムの実態調査を実施した。すなわち，多国

籍企業では，情報共有のために，インターネットによる文書伝達から始まり，

情報開示や決裁にグループウェアを利用したり，リアルタイムに各事業所で

の会計数値を管理，集約するためにＥＲＰの活用などが進んでいる。ここで

は，多国籍企業（宮本寛爾，1989）でビジネス・プロセス管理のために実際

にどのような管理会計情報システムがどの程度使われ，効果を上げているか

に注目した（宮本寛爾，2003）(上埜進，2002)。

通信とＩＴの活用の出来・不出来は組織効果を大いに規定する（上林憲雄，

2001)。マネジメント・コントロールならびにオペレーショナル・コントロ

ールがＥＲＰ（Enterprise Resource Planning）のプラットホームにのってい

るのか，あるいは，プラットホームの共有がない独立の職能アプリケーショ
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ン・ソフトにもとづくものなのか。日系多国籍企業には，本社主導で戦略的

にＩＴ化を推進している場合と現地法人が自律分散的にＩＴ化を進め，ネッ

トワーキングによってデータ共有のみをはかるという２つの方向性がある。

業種，業態およびマネジメント・コントロールならびにオペレーショナル・

コントロールとこれらのＩＴ戦略との関係についても調査した。

なお，本研究は，日本管理会計学会「多国籍企業研究委員会」(上埜進委

員長（甲南大学)，長坂悦敬（甲南大学)，杉山善浩（兵庫県立大学)，椎葉

淳（大阪大学)，朝倉洋子（大阪国際大学)）の多国籍環境における①親会

社と子会社の権限関係，②投資決定（international capital budgeting，国際資

本予算）の状況，③移転価格（international transfer pricing）の状況，④経

営管理のための情報技術（information technologies, IT）の活用状況，④業

績諸指標の活用状況といった，経営戦略ならびに組織デザインに関わる５つ

の領域を研究ドメインとしたアンケート調査（2004年２月）に基づくもので

ある（上埜進他，2004)。

Ⅱ．ＩＴとビジネス・プロセス改革

１．ビジネスモデルとビジネス・プロセス改革

バブル崩壊後の日本経済は，資産デフレと消費の低迷，さらに設備投資の

縮小や信用の収縮等，厳しい状態が続いてきた。これに対して，各企業とも

事業の再編に取り組み，組織改革のみならず雇用調整にも踏みこんで再生を

はかっている。そこでは，新たなビジネスモデルの構築と抜本的なビジネス

・プロセスの変革が必要であり，それを誘起するツールとしてのＩＴの導入

が不可欠になっている。

ビジネスモデルの定義が様々な視点から議論されている。広義のビジネス

モデルが，ビジネス・パラダイム，ビジネスシステム／ビジネス・プロセス，

ビジネス・アーキテクチャの３領域から構成されるものとする一方，狭義に

ビジネス・プロセス管理とＩＴ（長坂悦敬)

66



は，①ビジネス理論（またはビジネス・コンセプト)，②ビジネスシステム

モデル（または“概念モデル，理論モデル，実践モデルで構成される”ビジ

ネスプロセスモデル)，③ビジネス実践（またはビジネス方法）と定義する

主張がある（石川弘道，2001)。また，ビジネスモデルは，戦略でもなけれ

ば，戦術でもなく，またアクション・プランでも，改善計画や行動様式でも

ない。それは，未知なる価値を創造するシステムであるという指摘がある

（Joan Magretta, 2002)。一方，ビジネスモデルを具体的に表すと，ビジネ

スの主要な特徴（製品やサービスに価値を具現し，それらの提供を通して如

何なる方法で顧客を獲得しビジネス上の成果に結びつけようとするのかビジ

ネスのアーキテクチャ，つまり，ビジネス構想に関する特徴）をモデル化し，

簡略な姿で表現したものであるという報告がある（寺本義也，岩崎尚人，

2000)。これらは，ビジネスモデルが，顧客価値創造のためのビジネスのデ

ザインに関する基本的な枠組みを示すものであるという点で共通している。

図表１は，ビジネスモデルを模式的に表したものである。ここで，コアバ

リューとは，顧客価値を意味する。つまり，ビジネスモデルでは，顧客，株

主，従業員というステークホルダーの中で顧客価値を中心に据え，どのよう
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図表１ ビジネスモデルの模式図（長坂悦敬，2003）
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な顧客に対して，いかなる技術をもって，何を提供するのかを明確にしなけ

ればならない。そのために，コア・コンピタンス，コア・プロセス，バリュ

ー・パートナーの３つが重要である。コア・コンピタンスとは顧客に対して，

他社にはまねのできない自社ならではの価値を提供する，企業の中核的な力

を指す。その中核能力をコア・ビジネスプロセスで具現化することになる。

これらを支える仕組みとして，管理システムが必要になる。また，最適な組

織とコア人材の配置がビジネスモデルを支える重要な要素であることは間違

いない。

ＩＴの進歩は，ビジネスや社会生活に大きな影響を与えている。1990年代

後半には，ＩＴによってビジネス・プロセスを抜本的に見直すというＢＰＲ

の潮流が起った。また，1998年には，米国で，ビジネスモデル特許を明確に

認める判決が出され，各企業において BtoBや BtoCモデル等，ＩＴを組み

込んだビジネスモデルの開発が積極的に進められるに至った。そして，現在

は，既に「ユビキタス・ネットワーク」の時代に突入したといわれる。ユビ

キタスとは，ラテン語で「同時にいたるところに存在する」という意味であ

り，これからは，ＰＣに限らず，携帯電話，カーナビなど様々な端末を利用

したネットワークが利用できる時代になることを示している。

どのような顧客に対して，いかなる技術をもって，何を提供するのか？

それが，コア・バリューであり，コア・バリューを生み出すためには，コア

・コンピタンスと具体的なコア・プロセス，さらにはそれを支える管理プロ

セスが必要になる。ビジネス・プロセス改革は，ビジネスモデルに実装され

る企業内部（in House）および企業外部（BtoB，BtoC等）とのビジネス・

プロセスが対象となる。

２．ＩＴとビジネス・プロセスの関係

ＩＴは，すべてのビジネス・プロセスに対して，直接および間接的に影響
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を与えている。

１）企業と投資家，企業と顧客間プロセス

投資家に対するインターネット，WWWを介した財務データの開示は最も

シンプルでかつ有効なＩＲ（investor relations）の方法として定着し，それ

らを集めたポータルサイトも発展している。

企業と顧客間の関係は，ＢＴＯ（built to order）等インターネットによる

直接取引が進む一方で，ＣＲＭ（customer relationship management）に代表

されるようにＩＴによって新しい企業と顧客の関係強化の仕組が構築されつ

つあり，インターネットによる顧客個別の管理，双方向のやり取りによるニ

ーズ集約等が可能になってきた。デマンドチェーンは，顧客のニーズをビジ

ネス・コアプロセスに反映するためにたいへん重要である。例えば，膨大な

顧客からの問い合わせについては，テキストマイニングやデータマイニング

の手法での分類，検索が実用的に行えるレベルに達し，迅速にクレーム対応

することや顧客の声をきめ細かく商品開発へフィードバックすることができ

る。

２）企業と企業間プロセス

企業と企業の関係においては，ＳＣＭ（supply chain management）によっ

て，需要とシンクロナイズした生産，販売を実現するために，需要予測の精

度アップ，生産・物流計画の精緻化，納期回答の迅速化が図られている。こ

れには，ＴＯＣ（theory of constrain）理論を基礎に開発されたＳＣＭソフ

トウェアが利用されている。生産計画システムも従来のＭＲＰ（material re-

quirements planning）からヒューリスティック・アルゴリズムを組み込んだ

ＡＰＳ（advanced planning & scheduling system）への移行が進んでいる。

一方，開発，設計，調達においては，エンジニアリングチェーンで総称さ

れる企業間連携プロセスが重要である。典型的な例として，デジタル・モッ

クアップによるデザイン・コラボレーションがあげられる。また，電子調達，
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ＥＤＩ（electronic data interchange）による受発注の仕組み，電子決済など

が進んでいる。既に複数の自動車会社，エレクトロニクス業界は，汎用品や

一般部品の調達にＥマーケットプレースを立ち上げ，利用している。ＩＴに

よってサプライヤーとのビジネス・プロセス，関係が大幅に変化した。すな

わち，需要・納入・計画モデルの共有などによる供給元の選別，部品の設計

・開発から製造・品質保証までを一貫してアウトソーシングできるサプライ

ヤーの選定，部品のモジュール化を推進，製造協力会社のパートナー化が起

こっている。

３）企業内部プロセス

バリューチェーンを構成するコア・プロセスである企画，開発設計，生産，

調達，品質検査，物流などはＩＴによって抜本的な変革が行われてきた。例

えば，３次元ＣＡＤ (computer aided design）による設計，ＣＡＥ (computer

aided engineering）による予測，FA/CIM（factory automation/computer inte-

grated manufacturing）による生産の自動化，ＣＡＴ（computer aided testing）

による自動検査システム，ＡＧＶ（auto guided vehicle）自動搬送システム

などを代表例としてあげることができる。一方，管理プロセスにおいては，

リアルタイムに企業内の情報を把握できる基幹システムとしてＥＲＰを備え

る企業が大幅に増えている。これは，月次での会計情報の集計などが可能に

なり，迅速な意思決定に役立つ。さらに，知的資産を共有，蓄積，伝承する

ためのナレッジマネジメントシステム，ネットワークによるナレッジコミュ

ニティ支援システムの構築も進んでいる。

ユビキタス・ネットワークはバリューチェーンと管理プロセスを従来と次

元の違う方法で結びつける力がある。ＩＣタグ，携帯端末とセンサーの組み

合わせると様々なプロセス管理が可能になる。具体的には，モノに RFID

（radio frequency-identification，無線自動識別）タグを埋め込むという取り

組みが始まっているが，モノとユビキタス端末に組合せで，MtoM（機械と
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機械，機械と人，人と人）とのネットワークが形成される。これは，コンシ

ェルジェ型や広域計測型の管理を可能にできるため，ビジネス・プロセスの

設計，管理にもたいへん大きな影響を与えることは間違いない。

３．ビジネス・プロセス管理の実態

企業の持続的発展のためには，激しい環境変化に対応したビジネス・プロ

セス管理は必須である。すなわち，時空の制約をとり払った情報化の進展，

グローバルな事業競争環境，供給過剰状態やニーズ多様化での顧客パワーの

増大など，様々な環境変化が起こり，企業はそれらの環境変化とアウトプッ

トを迅速にマッチングさせる必要性に迫られる。アジリティは，このような

環境変化への迅速な対応力を意味し，企業経営の重要な要素になっている。

ここで，４つの尺度，つまり，時間，コスト，ロバストネス（強靱性)，ス

コープ（視野）に対してバランスを保ちつつ迅速な対応が持続されなければ

ならないという指摘がある。競争優位の源泉と成り得るアジリティを実現す

るために，必然的にビジネス・プロセス管理がますます重要となっている。

日本管理会計学会，企業調査研究プロジェクト「戦略的プロセス管理専門委

員会」(李健泳委員長）において，2004年３月に郵送にてアンケート調査

（ランダムサンプリングした製造業1281社へ郵送し，最終的に198社からの

返送があった。その内，有効回答は193社であった｡）を実施した（李健泳，

2004）結果からの要約を以下に示す。

図表２は過去５年間および今後５年間において各プロセスでの改革の度合

いを集計した結果である｡ ノンパラメトリック検定のひとつであるWilcoxon

の符号付順位検定による多重比較（SPSSによる）を行って，各プロセスの

改革度合いに有意な差があるかどうか検定を行った結果を図表３に示す。こ

の場合の有意水準は，ボンフェローニの修正によって0.005と考えることが

できる。この結果から，過去５年間において，企業内支援・管理プロセス，
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および，企業内基幹プロセスが主たる改革の対象であり，BtoB，BtoCプロ

セスの改革とは改革の度合いが異なっていることがわかる。

今後は，企業内支援・管理プロセス，企業内基幹プロセスの改革を更に推

進するとともに，とくに BtoB，BtoCプロセスの改革も進めようとしている

ことがうかがえる。

さらに，ＣＲＭ（Customer relationship management）システム，ナレッ

ジマネジメントシステム，データマネジメントシステム，ＥＲＰ（Enter-

prise resource planning)，ＳＣＭ（Supply chain management）ソフトウェア，

ＥＤＩ（Electronic data interchange）システムというＩＴツールの導入状況

と導入予定についての調査結果を図表４に示す。この中ではＥＤＩの導入が

一番進んでいることがわかる。続いてＥＲＰの導入済み企業が多い。今後５

年間でＥＲＰの導入はさらに進みそうであるが，他のＩＴツールについては

導入するという企業と未定である企業数が同数かまたは未定企業の方が多い。

ビジネス・プロセス管理とＩＴ（長坂悦敬)
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図表２ 過去５年間，今後５年間におけるプロセス改革
（2004/３調査，193社）

過去５年間 全面改革 部分改革 改 善 従来と同一
BtoC 7 57 61 58
BtoB（グループ外） 10 51 56 66
BtoB（グループ内） 19 55 58 48
企業内基幹プロセス 30 79 58 19
企業内支援・管理プロセス 24 82 65 16

今後５年間 全面改革 部分改革 改 善 従来と同一
BtoC 28 87 39 29
BtoB（グループ外） 21 79 56 25
BtoB（グループ内） 36 79 48 17
企業内基幹プロセス 56 88 35 7
企業内支援・管理プロセス 39 105 38 5



この結果と今後５年間に進めようとしている改革プロセスとのクロス集計

を行い，カイ２乗検定の結果を図表５にまとめた（門田安弘，2003)。BtoC

プロセスの改革を進めようとしている企業はＣＲＭおよびＳＣＭが導入済み
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図表３ Wilcoxonの符号付順位検定による多重比較

(ボンフェローニの修正による有意水準＝0.05/10＝0.005)

それぞれの組み合わせにおける漸近有意確率

過去５年間 BtoC
BtoB(グル
ープ外)

BtoB(グル
ープ内)

企業内基幹
プロセス

企業内支援・
管理プロセス

BtoC 0.690 0.033 0.000 0.000

BtoB（グループ外） 0.008 0.000 0.000

BtoB（グループ内） 0.000 0.000

企業内基幹プロセス 0.312

企業内支援・管理プロセス

それぞれの組み合わせにおける漸近有意確率

今後５年間 BtoC
BtoB(グル
ープ外)

BtoB(グル
ープ内)

企業内基幹
プロセス

企業内支援・
管理プロセス

BtoC 0.307 0.106 0.000 0.000

BtoB（グループ外） 0.001 0.000 0.000

BtoB（グループ内） 0.000 0.003

企業内基幹プロセス 0.008

企業内支援・管理プロセス

図表４ ＩＴツールとプロセス改革（2004/３調査，193社）

既に導入済み 今後５年間で導入予定 現在導入予定なし

ＣＲＭ 23 69 94

ナレッジマネジメント 32 76 75

データマネジメント 29 74 82

ＥＲＰ 45 77 64

ＳＣＭ 32 68 84

ＥＤＩ 101 45 41



か今後予定されている。BtoBプロセス（グループ外）の改革を進めようと

している企業はデータマネジメント，ＳＣＭおよびＥＤＩを，企業内基幹プ

ロセスの改革についてはＥＲＰを導入済みか導入することが予定されている。

これらのプロセスにおいては，ＩＴツールとプロセス改革が強い関係をもっ

ていること，とくにＥＲＰは注目すべき情報システムであることがわかった。

Ⅲ．ＥＲＰとビジネス・プロセス改革

企業実態調査（図表２～５参照）において，過去５年間および今後におい

ても企業内支援・管理プロセス，および，企業内基幹プロセスの改革が進め

られ，とくに期間プロセスの管理においてＥＲＰが重要な役割を担っている

ことが明確になった。この結果を踏まえ，ＥＲＰの特徴，意義について整理，

考察する。

１．ＥＲＰの変遷と意義

1970年代のＭＩＳ，1980年代のＳＩＳは，事務部門の管理システムの概念

として注目されたものの，当時のコンピュータパワーが乏しく実際の成果は

それほど上がらなかったと言われている。その一方で，製造の現場ではデー

タ管理という考え方が当時から着実に進化していた。1970年代のＭＲＰ（資

材所要量計画）は，資材のデータ管理をコンピュータで行い，生産計画をに
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図表５ 導入ＩＴツールと今後プロセス改革の関係（カイ２乗検定，ｐ値）

今後５年間の改革 ＣＲＭ ナレッジマネジメント データマネジメント ＥＲＰ ＳＣＭ ＥＤＩ

BtoC 0.005** 0.450 0.458 0.534 0.001** 0.892

BtoB（グループ外） 0.076 0.734 0.040* 0.159 0.003** 0.026*

BtoB（グループ内） 0.119 0.367 0.463 0.583 0.051 0.308

企業内基幹プロセス 0.441 0.720 0.600 0.040* 0.229 0.155

企業内支援・管理プロセス 0.278 0.883 0.838 0.062 0.269 0.429

*p＜0.05 **p＜0.01



らみながら資材の欠品をなくしたり過剰在庫を防ぐことに効果があった。さ

らに1980年代には，資材だけではなく工場の機械や人的資源にも管理対象を

広げ，生産プロセスを効率化しようとする考え方，ＭＲＰⅡ（生産資源計画）

が普及した（Oliver Wight, 1983)。これは，生産資源と実際の生産のバラン

ス，生産能力の制約などが考慮され，企業内全体の最適化に目が向けられる

契機となった（太田雅晴，1994)。

そして1990年代，事務系と製造系の管理システムを統合して，企業内，あ

るいは，関連・協力企業も含めた経営全体最適化を図りたいという概念が生

まれた。これがＥＲＰである（ＥＲＰ研究会，1997)。このＥＲＰの概念を

実現するためのツールとして欧米で開発され，いくつかの統合業務パッケー

ジソフトウエアが市販されている。最近では，ＥＲＰという言葉がそれらの

ソフトウェアそのものを指して使われることが多い。ＥＲＰは具体的なソリ

ューションが提供されている点でＭＩＳ，ＳＩＳとは異なるということがで

きる（同期ＥＲＰ研究所，1997)。

日本にＥＲＰパッケージソフトウエアが紹介されたのは，1993年以降であ

る。1996年以降急速にその認知度が高まり，前述の実態調査でも明確になっ

たように，現在では，多くの企業でＥＲＰ導入済みかＥＲＰ導入が検討され

ている。この理由は，日本企業を取り巻く環境が大きく変化し，情報システ

ムも迅速に変革しなければならないことによる。例えば，情報の統合化によ

る企業活動のフレキシビリティ向上，計画・管理機能の充実と全体最適化，

グローバル化への対応などがこれにあたる。とくに，多国籍企業では，世界

中に点在する現地法人での業務改革を支援するためにＥＲＰを導入したいと

いう直接的動機が存在する。また，いわゆる2000年問題へ対応しなければな

らなかったこと，新しい環境に合わせて従来の自社開発システムを更新しよ

うとした場合のコストに比べＥＲＰが安価であること，保守・運用において

アウトソーシングを推進できることなどもＥＲＰパッケージソフトウエア導
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入の動機になっている。

ＥＲＰパッケージソフトウエアでは，財務会計，管理会計，ロジスティク

ス，プラント保全，プロジェクト管理，人事管理などの業務ごとにアプリケ

ーションがある。つまり，幅広い業務を総合的にサポートしながら，すべて

のアプリケーションが相互に連結されデータの一貫性を確保しており，作業

やデータの重複がないように管理されている。もし，あるアプリケーション

で何らかの変更があった場合には，論理的に関連するすべての関連情報がリ

アルタイムに更新される。

代表的なＥＲＰパッケージソフトウエアには，Ｒ/３（独，ＳＡＰ社)，

BAAN (蘭, BAAN社), Oracleアプリケーション (米，Oracle社), OneWorld

（米，J.D.Edwards社）などがある。導入実績の多いＥＲＰパッケージソフ

トウエアでは，見込生産，受注生産，半見込生産，個別受注生産など様々な

生産形態をサポートするとともに複数のデータモデルやプロセスモデルがシ

ステムの中に蓄積されていて，各企業の事情に最も近いものを選択すること

ができる。また，世界各地に販売拠点をもつＥＲＰパッケージソフトウエア

では，10～20ケ国の言語を使用できるものが少なくない。また，当然，複数

の通貨にも対応しており，グローバルにビジネスを展開している多国籍企業

にとって好都合である。

導入が進んでいるＥＲＰには，管理プロセスの抜本的な改革を推進するこ

とから生まれる様々な効果が期待されている。ＥＲＰの第一の具体的な目的

は,「取引コストを削減し，需要と供給を流動化し，スピードを重視した，

フレキシブルな，そしてグローバル化に対応できる」事業システムを構築す

ることであろう。つまり，ハードやソフトがたとえ独立していても，それら

を一つのシステムとして活用し，業務改革や経営革新の原動力とすることが

できる情報基盤としての役割が期待されている。

ＥＲＰ研究推進フォーラムでは，ＥＲＰを次のように定義している（和田
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秀男，坂和磨,1999)。｢ＥＲＰとは，企業の利益最大化を追求するために調

達・生産・販売・物流・会計・人事などの企業の基幹業務を組織横断的に把

握し，全社的に経営資源の活用を最適化する計画・管理のための経営概念で

ある｡」

ＥＲＰを実現するためのパッケージソフトウェアがＥＲＰパッケージで，

一般的に統合型業務システムパッケージと呼ばれている。ＥＲＰパッケージ

は略してＥＲＰと呼ばれることが多く，これ以降ＥＲＰとはＥＲＰパッケー

ジのことを表すこととする。

ＥＲＰが注目されている理由の一つは，シームレスに一元管理する新しい

アーキテクチャを採用した情報インフラが構築されることにあるといわれて

いる（和田秀男，坂和磨，1999)。ＥＲＰが実現する統合型の情報環境では，

情報のグローバルな共有を可能にし，仕事の分業化や分散化を促進し，産業

や企業グループの再編成，海外生産や海外調達の拡大，アウトソーシングや

Ｍ＆Ａ（買収・合併）など，複雑化する事業システムの情報化を促進するこ

とができる。また，ビジネスの現場においても，商品の回転速度を速めて投

資効率を高め，ロスを削減して生産性の向上を実現するだけでなく，経営環

境の変化に対してもスピーディーな対応を実現できる可能性がある。

古い構造の情報システムからの脱却を図るためにＥＲＰを導入する企業も

多い。すなわち，早くから情報システム化に取り組んできた大企業ほど，古

いシステムを引きずっているケースが多い。基幹システムを最新のＩＴを活

用して新しい時代にあったコンセプトで再構築したいというニーズは高い。

しかし，再構築のためには，販売，生産，物流，会計などの幅広いシステム

の整合性をとって統合的に開発する必要があり，このようなシステム開発や

導入作業をユーザー企業が独自でゼロから行うのは大変困難な作業となる。

そこで，ＥＲＰを活用するというケースが多い。ＥＲＰであれば統合システ

ムの雛型が用意されている。その雛型を参考に，新しいコンセプトにあった
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基幹業務システムにＥＲＰを活用して構築すれば，ゼロから検討するよりも

効率的である。

ＥＲＰパッケージソフトウエアの利点が数多く挙げられている一方で，注

意しなければ点がいくつか指摘されている。たとえば，世界の一流企業で実

績のあるノウハウ（いわゆるベストプラクティス）がＥＲＰパッケージソフ

トウエアの中に存在し，それをすぐ自社の業務に適用すればたちどころに効

果が出ると考えるのは間違いである。また，とくに日本の企業への導入を考

える場合には以下のような課題への対応が必要である。すなわち，日本企業

では自社の業務のやり方，独自性に対する確固たる信念があり，欧米の企業

での方法をそのままの形で取り入れることへの抵抗がある。とくに，現場で

のやりくりを中心に業務をすすめる製造業では，ＥＲＰのとなえる全体最適

化と計画中心というコンセプトをすぐ受け入れられない土壌ができてしまっ

ている。また，欧米と日本企業における原価計算方法の違いも大きな問題で

ある。ＥＲＰは，ＭＲＰから発展した標準原価計算方式を採用しているが，

日本の製造業では，原価計算基準をベースにした実績取引振替型計算方式を

採用しているところも多い。さらに，欧米の商取引に関する慣行，法律をも

とにシステムが構築されている場合が多く，日本で使用する場合にそれが微

妙に影響することがある。しかし，これらを克服し，ＥＲＰパッケージソフ

トウエアを導入して効果を上げている企業も増えている。ＥＲＰを利用して

ＢＰＲを成し遂げた例も報告されている。いずれの場合にも，事前に業務改

革のビジョンが明確になっていて，トップマネジメントのリーダシップが発

揮されていることが重要である。

２．ＥＲＰの特徴

もともとは生産管理手法として開発され，発展してきたＥＲＰは，当初は

製造業を対象とし，販売管理・生産管理・財務会計などの基幹業務を総合的
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に計画・管理する機能が中心となっていた。しかし，近年は統合型（業務横

断型）パッケージとして製造業のみならず多種多様な業種への対応が可能と

なり，導入・活用の拡大が進んできている（ＥＲＰ研究会，1997)。

多国籍企業にとっては，世界の各地に散在する工場や販売物流拠点で発生

する各種のデータを効率よく処理し，その情報をもとに各種の企業判断をい

かに早くかつタイムリーに実行するかが競争力の基盤となる。また，最近は，

世界の拠点ごとに異なる情報システムを構築するのではなく，可能なかぎり

共通性をもった情報システムにすることにより，企業の変化に対する柔軟性

とコストの削減を得ようとする目的のためにＥＲＰが活用されている。

ＥＲＰ推進フォーラムでは，多くのＥＲＰに共通している特徴として次の

ようなものを挙げている（中村 実，2000)。

① 仕組み（全体像）が明確である。

② 導入・構築手順（導入方法）が準備されている。

③ 基幹業務に対応したモジュールが豊富である。

④ 最新の情報技術への対応やオープン性が保証されている。

⑤ 情報技術面での世界標準が採用されている。

⑥ 多国籍環境での運用を前提としたグローバル対応が組み込まれている。

⑦ 事業内容や経営組織での将来の変化に対する柔軟性・拡張性がある。

⑧ 既存システムや他のパッケージとのインターフェース機能が用意されて

いる。

⑨ 統合データベースにより情報の一元化と共有化が可能である。

⑩ 保守やメンテナンス・サービスが別途提供されている。

⑪ 導入時期の教育・訓練やサポート体制が充実している。

これらを整理すると，ＥＲＰの最大の特徴は，基幹業務の統合を指向した機

能が盛り込まれたパッケージソフトウェアにあると考えられる。
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これらＥＲＰの特徴を生かした結果として得られる経営効果は以下のよう

にまとめることができる（和田秀男，坂和磨，1999)。

① 業務の効率化

② 業務改革（ＢＰＲ）の実践

③ 経営指標の迅速かつ正確な情報取得

④ 企業競争力の拡大

⑤ グローバル対応

⑥ 情報システムのコストダウン

⑦ 基幹業務のコストダウン

⑧ 管理レベルの向上

⑨ エンドユーザーの自由な情報活用

⑩ 顧客満足度の向上

⑪ 情報インフラの整備と高度化

アンダーセンコンサルティングが公表している会計システムの４つの

stage（段階）を用いて，会計システムの発展とＥＲＰとの関わりが整理さ

れている（アンダーセンコンサルティング，1999)。会計システムとしてＥ

ＲＰを考えるときにひとつの尺度として有用であろう（田宮治雄，1994)。

この４つの stageとは以下のようにまとめられる。

stage0（混沌）…会計システムが存在しないか，存在していてもほとんど

機能しない状態

stage1（財務会計エクセレンス）…財務会計システムが完成しており，効

率化の側面からさまざまな工夫が実施されている状態

stage2（管理会計エクセレンス）…財務会計の側面だけでなく，管理会計

的側面が意識されており，有用性の側面からさまざまな工夫がなされている

状態

ビジネス・プロセス管理とＩＴ（長坂悦敬)

80



stage3（経営管理エクセレンス）…管理会計を超えて経営管理システムと

して完成領域に達しており，企業の戦略実現に向けての価値創造に十分貢献

できている状態

ＥＲＰによる会計システムにおける業務上のメリットを考え，上記の４つ

のステージの関係を考えてみると，ＥＲＰは stage2に到達する上で，コス

ト面・スピード面で非常に有効なツールといえる。これは，ＥＲＰを用いた

場合，各業務システムで入力されたデータは，そのまま会計システムの仕訳

として連動し，必然的に二重入力の廃止につながることや，ファームバンキ

ング接続，購買・販売業務におけるＥＤＩ接続，インターネット接続による

エレクトロニックコマースなど，外部接続を積極的に取り入れていること，

他にも，ダイレクトインプット，決算の迅速化，さまざまな切り口での管理

会計情報の提供，科目を超えた活動単位の直接費の把握などの効果があるた

めである。

しかし，stage3とＥＲＰの関係においては，まだ不十分な状態であるとい

われている。stage3は「経営戦略とリンクした適切な管理指標が設定され，

適切な経営管理ツールを用いて業績評価サイクルを確立する事で，企業価値

創造に状態」である。この stage3は企業の文化等に依存し非常に標準化が

難しい領域で，ＥＲＰパッケージでまとめ上げることは容易ではない。カス

タマイズの容易化を含め，ＥＲＰの今後の課題の一つであると考えられる。

これらを踏まえ，多国籍企業におけるＥＲＰの実態調査を行った。

Ⅳ．多国籍企業に対する実態調査

日本管理会計学会多国籍企業研究委員会（上埜進委員長）は，一部上場企

業（建設業，金融業，不動産業を除く）の中で国際部門を有する企業523社

を抽出し，その国際部門責任者に，宛名を会社住所・個人名として，2004年

２月に質問票を郵送した。その結果，2004年４月までに74社（部分回答会社

甲南経営研究 第45巻第３号 (2004.12)

81



を含む，総回収率14.15％）から回答を得ることができた。回答企業の業種

別分類は図表６のとおりである（上埜進他，2004)。

１．各業務で利用されている情報システムの種類

各業務で利用されている情報システムの種類について調査した結果が，図

表７である。従来では主流であった自社独自開発システムを用いているか，

会計，販売管理，生産管理など個別の業務用パッケージを用いているか，あ

るいは，ＥＲＰを利用して情報共有が進んでいるのかという質問結果を財務

会計，管理会計，生産管理，販売管理という４つの業務領域において，国内，
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図表６ 回答企業の業種別分類

業 種 企業数 比 率
食 料 品 6 8.1％
繊 維 製 品 4 5.4％
パルプ・紙 1 1.4％
化 学 10 13.5％
医 薬 品 2 2.7％
ゴ ム 製 品 1 1.4％
ガラス製品 3 4.1％
非 鉄 金 属 1 1.4％
金 属 製 品 3 4.1％
機 械 4 5.4％
電 気 機 器 13 17.6％
輸 送 機 器 4 5.4％
精 密 機 器 3 4.1％
その他製品 6 8.1％
陸 運 業 3 4.1％
卸 売 業 6 8.1％
小 売 業 4 5.4％
合 計 74 100％



アジア，北米，欧州，その他と本社および子会社の地域別にまとめた。

国内では，依然として自社開発の情報システムが主流を占めていることが

わかる。その傾向は，生産管理システムや販売管理システムで顕著である。
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図表７ 各業務で利用されている情報システムの種類
（2004/３，多国籍企業74社）

１．システムの種類 自社開発 個別ＰＫＧ ＥＲＰ その他
財務会計―国内 35 15 20 1

アジア 11 37 11 5
北米 7 26 16 3
欧州 4 21 18 4
その他 2 1 0 1

管理会計―国内 37 14 15 2
アジア 13 34 8 4
北米 6 26 14 3
欧州 5 19 17 4
その他 1 1 0 1

生産管理―国内 43 12 10 1
アジア 21 22 12 3
北米 10 20 14 2
欧州 5 14 18 3
その他 2 0 0 1

販売管理―国内 50 11 6 1
アジア 21 25 10 3
北米 9 25 16 1
欧州 8 20 15 3
その他 1 1 0 1

給与管理―国内 31 23 10 2
アジア 13 33 4 9
北米 5 29 8 6
欧州 3 25 8 8
その他 1 0 0 2



一方，財務会計，管理会計システムではパッケージソフトウェア，ＥＲＰの

利用も進んでいる。アジア，北米，欧州を比べると，パッケージソフトウェ

アの利用はアジア地区で最も多く，次いで，北米，欧州となっている。一方，

ＥＲＰの導入は，欧州が一番多く，次いで，北米，アジアとなっている。管

理会計業務では，欧州でのＥＲＰ導入数が国内を上まわっている。これは，

多国籍企業のＥＲＰ導入がまず欧州から起こり，国内に連動して，次いで，

北米，アジアに影響を与えていったと考えられる。なお，検定には SPSSに

おけるWilcoxonの符号付き順位検定（SPSSノンパラメトリック検定 多重

比較）を用いた。

図表８からも読みとることができるが，Wilcoxonの符号付き順位検定に

よって，各業務でのＩＴ利用は国内と欧州では有意な違いがあることがわか

った。また，生産システムでは，国内と北米，販売システムでは，国内と北
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図表８ 各業務で利用されている情報システムの種類（図表７のグラフ表示）
(2004/３，多国籍企業74社）
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米，アジアとも有意な違いがあることがわかった。

２．ＥＲＰ導入の実態

ＥＲＰを導入している企業は，24社で，回答数74社の32.4％にのぼった。

それらの企業が，どのＥＲＰを導入しているか，また，導入時期について調

査した結果が図表９である。多国籍企業において利用されているＥＲＰはＳ

ＡＰ/Ｒ３が42％を占め，シェアの高さが浮き彫りになっている。大手企業

（先端企業）では1996年でＥＲＰの導入が起こり，その後，確実に普及，
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図表９ ＥＲＰの種類と導入時期（2004/３，多国籍企業24社）
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2002年にピークになっている。1999年までに導入した企業には，2000年問題

への対応を視野にいれての導入もあったが，1996年11月15日の日本版ビッグ

バンの始まりから，1997年６月６日の「連結財務諸表制度の見直しに関する

意見書」の公表により,「単体主・連結従」から「連結主・単体従」へと変

わっていったことや，1998年３月13日の「中間連結財務諸表等の作成基準の

設定に関する意見書｣，｢連結キャッシュ・フロー計算書等の作成基準の設定

に関する意見書」の公表，さらには1998年12月に国際会計基準の包括的コア

スタンダードが公表されたことにより，各企業が国際会計基準への対応が求

められるようになったこともＥＲＰ導入を決定するきっかけとなったのでは

ないかと考えられる。

ＥＲＰ導入の目的について，調査した結果を図表10に示す。優先度の高い

ものから３つ回答してもらい，もっとも優先度が高いものを３点，２番目を

２点，３番目を１点としてスコア化した結果を図表11に示す。１位：業務の

効率化，コストダウン，２位：管理レベルの向上，３位：経営指標の迅速か
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図表10 ＥＲＰ導入の目的（2004/３，多国籍企業24社）

ＥＲＰ導入目的 １位 ２位 ３位
業務の効率化 17社 ８社 ６社
経営指標の情報収集 ５社 ７社 ６社
グローバル対応 ３社 １社 ２社
顧客満足度 ０ ３社 ４社
管理レベル ６社 ９社 ３社
情報システムコスト削減 ０ １社 ５社
最新のＩＴ技術活用 ０ ０ ２社
2000年問題 ０ ０ １社
組織改革 ２社 ０ ０
ＢＰＲ １社 ４社 ６社
ＳＣＭ １社 ２社 ０



つ正確な情報収集となった。ついで，４位：ＢＰＲ（ビジネス・プロセスの

刷新)，５位：グローバル対応となっている。これらは相互に関係し合う目

的であるが，多国籍企業においてグローバル対応において，情報収集の迅速

性，精度を確保し，慣例レベルを向上させることで業務の効率化，コストダ

ウンをはかりたいという意図がわかる。

ＥＲＰを導入している企業に対する「マネジメント・コントロール（予算

管理，利益実績管理など）やオペレーショナル・コントロール（納期，品質，

在庫，原価等の管理）にＥＲＰまたはＩＴを利用しているか」という質問の

回答を整理すると図表12のようになった。ＥＲＰ以外の情報システムによっ

て管理している企業が依然として多いが，ＥＲＰを利用して管理している企

業では，どちらかというとオペレーショナル・コントロールよりもマネジメ

ント・コントロールにＥＲＰの適用が進んでいる。また，欧州，北米でＥＲ

Ｐの利用が多いこと，国内でもすべてをＥＲＰで管理しているという企業も

数社あることに注目したい。現時点では財務会計システムとしてＥＲＰが普
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図表11 ＥＲＰ導入の目的（2004/３，多国籍企業24社）
（図表９において，１位：３点，２位：２点，３位：３点として集計）
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及している段階であり，今後，より多くの企業において管理会計領域への展

開が期待される。

海外子会社のＩＴ化推進体制について各業務別，地域別に質問した結果を

まとめると図表13のようになった。国内とアジア，北米，欧州とはＩＴ推進

体制が異なる。財務会計システムの推進体制は北米，アジア，欧州で違いが

ない。管理会計では，北米とアジアで，生産管理システムや販売管理システ
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図表12 マネジメント・コントロール，オペレーショナル・コントロールにお
けるＥＲＰまたはＩＴの利用度（2004/３，多国籍企業74社）
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図表13 海外子会社のＩＴ推進体制（2004/３，多国籍企業74社）

海外子会社の
ＩＴ推進体制

すべて現地法
人で独自に推
進している

一部を除き現
地法人で推進

半分程度が現
地法人で

相当の部分が
本社で

ほぼ全部が本
社で

財務会計―
国内

9 4 2 8 29

アジア 16 27 6 5 6

北 米 24 15 3 2 2

欧 州 19 15 4 3 2

その他
(南米，豪州)

6 1 0 0 2

管理会計―
国内

9 4 2 9 27

アジア 16 23 6 5 6

北 米 23 15 3 2 2
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その他
(南米，豪州)

6 1 0 0 2
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北 米 15 13 6 6 1
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(南米，豪州)

4 2 0 1 1
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欧 州 19 12 6 4 1
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(南米，豪州)

5 1 1 0 1
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その他
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ムでは，北米とアジア，欧州とアジアで，違いが認められる。すなわち，現

地子会社が独自にＩＴ化を推進する傾向がとくに北米で強く，次に欧州とな

っている。アジア子会社については，一部を除き現地で推進されている。一

方，生産管理システムは，北米子会社であっても国内の技術を一部移転する

形でＩＴ化が推進されていることがわかる。対照的に，給与管理システムは，

どの地域の子会社でも独自にＩＴ化を推進している。

３．ＩＴ投資の問題点

ＩＴ投資の問題点についてＩＴ導入前と導入後について質問した結果が図

表14である。これは，優先度の高いものから３つ回答してもらい，もっとも

優先度が高いものを３点，２番目を２点，３番目を１点としてスコア化した

結果を示している。

導入時の問題点について第一番目にあがった項目は，投資金額の決定が難

しい（20社，27％)，海外子会社のＩＴ化については，現地の事情があり親

会社で導入の意思決定を行うことが困難である（16社，21％)，ＩＴ戦略を

統括できる人材が不足している（13社，17％）であった。多国籍企業におい
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図表14 ＩＴ導入の問題点
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て，海外子会社のＩＴ化について投資金額などの意思決定が容易でなく，そ

れらを統括できる人材も不足していることが浮き彫りになった。

一方，導入後の問題として第一番目にあがった項目は，効果の把握が困難

である（18社，24％)，海外子会社と国内でＩＴ推進の度合が異なる（18社，

24％)，システムの改善，継続的改良が難しい（９社，12％）という結果と

なった。ＩＴ投資の効果を把握することが依然として難しいという指摘があ

る。また，多国籍企業においては，国内と海外子会社でのＩＴ推進の度合が

異なり，いったん導入したシステムの継続的改良も国内，海外子会社で同期

させることの困難さがうかがえる。

2003年度と，2004年度以降のＩＴ投資が，過去に比べて，増えるか，同じ

くらいか，減少するかという問いかけに対する回答をまとめたのが，図表15

である。減ると答えた企業は少なく，今年度について増えるまたが大幅に増

える企業が44.6％，来年度以降について増えるまたが大幅に増える企業が
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図表15 2003年度および2004年度以降のＩＴ投資について
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47.3％となった。ＩＴ投資意欲が旺盛であることがわかる。プロセス改革の

推進は企業発展にとって不可欠であり，エクセレントカンパニーにおいて，

改革の対象となるプロセスとＩＴ投資規模との関連が注目される。

Ⅴ お わ り に

本研究では，ビジネスモデルとビジネス・プロセスの関係，ＩＴの影響度

について整理し，ＩＴとプロセス管理は密接な結びつきがあることが明確に

なった。とくに企業内基幹プロセスおよび企業内支援・管理プロセスの変革

を推進している企業が多く，そこではＥＲＰの利用が進んでいることがわか

った。

さらに，多国籍企業に対象を絞り，ＥＲＰなどの管理会計情報システムの

実態調査を実施した結果をまとめた。今回の２つの調査では，ＥＲＰが導入

されている比率は多国籍企業では32.4％（24社/74社）であり，一般企業の

比率23.3％（45社/193社）よりも高かった。これは，多国籍企業が海外現地

法人との連携において，ＥＲＰがもつ情報共有インフラとしての機能と具体

的には財務会計システムの機能に期待した結果であるといえる。また，現時

点では財務会計システムとしてＥＲＰが普及している段階であるが，今後，

より多くの企業において管理会計領域への展開が進められる兆候が読み取れ

た。残された課題として，どのような多国籍企業においてＥＲＰが有効に作

用しているのか，多国籍企業の特徴のみならず，ビジネス・プロセス，管理

レベル，ＩＴ成熟度などとの相関について更なる分析を進めていく必要があ

る。
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